
伝統的工芸品産業支援補助金
令和4年度概算要求額3.６億円（3.6億円）

事業イメージ

製造産業局 生活製品課
伝統的工芸品産業室

5

事業の内容

国 国指定伝統的工芸品の
製造協同組合等

補助上限額︓2,000万円

需要開拓事業
伝統的な技術・技法に基づく魅力的な商品を、国内外の見本市へ出展
し、産品とその背景にある文化の発信など、伝統的工芸品産業の需要拡
大や知名度の向上を目的とした事業を支援します。

【久米島紬（沖縄県）展示会出展】【阿波和紙（徳島県）展示会出展】

後継者育成事業（従事者等）
伝統工芸士等が実習や座学などの直接指導を行い、従事者の技術力
向上、伝統的な技術・技法の習得などを通じ、後継者の創出を図る事業
を支援します。

【琉球絣（沖縄県）の実習の様子】

事業目的・概要
現在、236存在する伝統的工芸品の指定産地は、ほとんどが個人事業
者や中小・小規模企業により支えられています。

一方、昨今の生活様式の変化や安価な輸入品の増大による需要の低
迷等の課題に直面し、伝統的技術・技法の継承が危機的状況にありま
す。

本事業は、各産地における伝統的工芸品の原材料確保対策事業、若
手後継者の創出育成事業のほか、観光など異分野との連携や他産地
との連携事業、国内外の大消費地等での需要開拓などに対して支援し
ます。

 なお、本事業は「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産
法）」の規定に基づき経済産業大臣が指定した工芸品が対象であり、
事業の申請に際しては、伝産法の規定による3～5年の事業計画を策
定し、経済産業大臣の認定を予め受ける必要があります。

成果目標
各実施事業において成果目標（KPI）を設定するとともに、そのKPIを
達成する事業数について全体の8割以上となることを目指します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）
補助（産地組合・製造事業者等︓2/3、学校法人・コンサルタント等︓1/2）

【大阪浪華錫器（大阪府）の実習の様子】
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